
（平成２２年７月７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 5 件

国民年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 22 件

国民年金関係 8 件

厚生年金関係 14 件

年金記録確認京都地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



京都国民年金 事案 1825 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 41 年２月及び同年３月の国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年７月から 41 年３月まで 

    私は、勤務先を退職し、昭和 40 年７月ごろにＡ市Ｂ区役所で国民年金

の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したはずであり、

申立期間が未納とされていることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間を除き、国民年金保険

料をすべて納付しており、厚生年金保険との切替手続も適切に行っている

ことが確認できることから、保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、申立期間のうち、昭和 41 年２月及び同年３月について、国民年金

保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、同年 12 月に払

い出されていることが同手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人は、

このころ国民年金に加入したものと推認され、当時作成された国民年金被

保険者台帳である特殊台帳において、申立人の国民年金被保険者資格取得

日は、同年２月 16 日であることが確認できることから、当該期間は過年度

納付が可能である上、Ａ市では、国民年金の加入時に、納付可能な過年度

保険料についても納付を勧奨することが通例であったことを踏まえると、

申立人が当該期間の保険料を納付したものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 40 年７月から 41 年１月までについて、申

立人が国民年金に加入した上記の時点で、申立人の国民年金被保険者資格

取得日は、上記のとおり、同年２月 16 日であることが特殊台帳により確認



でき、このことは、Ａ市が国民年金の加入状況、納付状況等を記録してい

る国民年金収滞納リストにおいても、昭和 55 年度までは、被保険者資格取

得日が「41.2.16」と記載されていたこととも一致することから、当時、当

該期間は国民年金に未加入の期間であり、申立人は、当該期間の保険料を

納付できなかったものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 41 年２月及び同年３月の国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 

 



京都国民年金 事案 1826 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39 年 10 月から 41 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録

を訂正することが必要である。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年１月から 41 年３月まで 

    20 歳になった昭和 39 年＊月ごろに父親がＡ県Ｂ市役所で国民年金の

加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料は姉が自身の保険料と一緒

に集金人に納付してくれていた。姉は、申立期間の保険料は納付済みと

なっているので、申立期間が未納とされていることには納得できない。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間のうち、昭和 39 年 10 月から 41 年３月までについて、国民年金

保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号は、42 年１月に払

い出されていることが同手帳記号番号払出簿より確認でき、申立人所持の

国民年金手帳は 41 年 12 月８日に発行されていることから、申立人は、こ

の日に国民年金に加入したものと推認でき、この時点では、当該期間は過

年度納付が可能である上、申立期間の保険料を一緒に納付していたとする

申立人の姉は、38 年８月に同手帳記号番号が払い出され、国民年金に加入

した時点で納付可能な過年度保険料を納付していることを踏まえると、当

該期間の保険料は過年度納付されたものとみても不自然ではない。 

   一方、申立期間のうち、昭和 39 年１月から同年９月までについて、申立

人が国民年金に加入した上記の時点では、当該期間は既に時効により国民

年金保険料を納付できない期間であり、当該期間の保険料を納付するには、

特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではない。 

   また、申立人の姉又は申立人が当該期間の国民年金保険料を納付したこ



とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに当該期間の保

険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立

人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 39年 10月から 41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと

認められる。 

 



京都国民年金 事案 1827 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 41年４月から同年 12月までの国民年金保険料については、

重複して納付していたものと認められることから、納付記録を訂正するこ

とが必要である。 

   また、申立人の昭和 55 年６月から同年８月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正すること

が必要である。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年４月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 55 年６月から同年８月まで 

    申立期間①の国民年金保険料については、昭和 55 年６月 30 日に、41

年４月から 43 年３月までを特例納付したが、申立期間①が重複納付とな

っていると思われるので、調査してほしい。 

    また、申立期間②の国民年金保険料については、納付しているはずで

あるので、納付済期間として年金記録を訂正してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求

めて行ったものである。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の特殊台帳（旧台帳）には、申立期間の各

月欄に「納」の押印が有り、国民年金保険料を納付したことが確認できる

が、書換え後の特殊台帳に申立期間を含む昭和 41 年４月から 43 年３月ま

での保険料を 55 年６月 30 日に特例納付したことを示す記載が有ることか

ら、書換作業時に転記漏れした可能性もうかがわれ、申立期間の保険料は

重複して納付されたものとみるのが相当である。 

   また、申立期間②については、特殊台帳の資格記録欄に申立期間の昭和



55 年６月 30 日から任意加入被保険者であったことを示す記載が有り、申

立期間の各月欄には「56.12.14」の押印が有ることから、申立期間の国民

年金保険料は過年度納付されたものと考えられる。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間①の国

民年金保険料を重複して納付していたものと認められ、また、申立期間②

の保険料を納付していたものと認められる。 

 



京都国民年金 事案 1828 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年８月から 59年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年８月から 59 年３月まで 

    私は、会社を退職した後、昭和 58 年８月か９月ごろ母親に勧められて

国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を納付したはず

である。申立期間が未納とされていることには納得できないので、調査

してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は８か月と短期間であるとともに、申立人は、申立期間及び第

３号被保険者期間を除き、国民年金加入期間の国民年金保険料をすべて納

付していることが確認できることから、保険料納付意識は高かったものと

考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 59 年５月に払い出されていることが同手帳記号番号払出簿により

確認でき、申立人は、同年４月７日に国民年金に任意加入していることが

申立人が所持する年金手帳からも確認できることから、この日に国民年金

の加入手続を行ったものと推認でき、この時点で、申立期間は現年度納付

が可能な強制加入期間であることが同年金手帳でも確認できる上、国民年

金に加入しながら保険料を納付しなかった事情は見当たらないことから、

申立期間の保険料は納付されたものとみても不自然ではない。 

   その他の事情を含め総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1829 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 大正３年生 

    住    所 ：   

             

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から 37 年３月まで   

    私は、昭和 36 年４月ごろ国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民

年金保険料については、長男の保険料と一緒に納付したはずであり、申

立期間が未納とされていることには納得できないので、調査してほしい。 

    なお、長男は、年金記録確認第三者委員会のあっせんを受け、申立期

間については既に納付済期間に訂正されている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は 12 か月と比較的短期間であるとともに、申立人は、申立期間

を除き、60 歳になるまで国民年金保険料をすべて納付していることが確認

できることから、保険料納付意識は高かったものと考えられる。 

   また、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳記号番号

は、昭和 36 年９月に申立人の長男と連番で払い出されていることが、同手

帳記号番号払出簿により確認できることから、申立人は、このころ国民年

金に加入したものと推認でき、この時点で、申立期間は現年度納付が可能

であり、国民年金の加入手続を行いながら、現年度納付しなかった事情も

見当たらない上、当時、37 年４月に発出された厚生省（当時）の通達に基

づき、市町村においても、過年度保険料を徴収することが可能とされてい

た時期であり、申立人は、同年４月からの保険料を納付していることを踏

まえると、申立人は、申立期間の保険料を納付したものとみても不自然で

はない。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認められる。 



京都国民年金 事案 1830 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 53年５月から 59年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年５月から 59 年３月まで 

    昭和 53 年＊月に 20 歳になり、集金人が国民年金保険料を納めるよう

にと自宅へ来たので、私か母が国民年金の加入手続を行い、申立期間の

保険料は自身で集金人に納付した。申立期間が未納であることには納得

できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 53 年＊月ごろに国民年金に加入し、申立期間の国民年金

保険料を集金人に納付していたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、前後の被保険者の記録から昭和 61 年６月ごろに払い出されて

いることが確認できることから、申立人は、このころ国民年金に加入した

ものと推認され、申立内容とは符合しない上、申立人が所持する年金手帳

には、「初めて被保険者となった日」は同年４月１日と記載されており、こ

れはオンライン記録とも一致することから、申立期間は、国民年金に未加

入の期間であり、申立人は申立期間の保険料を納付できなかったものと考

えられる。 

   また、申立人又はその母親が申立期間の国民年金保険料を納付したこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険

料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人

について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおら

ず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事



情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1831 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 47年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36 年４月から昭和 47 年３月まで 

    私は、国民年金に昭和 36 年４月ごろに加入し、60 歳になるまで国民

年金保険料を欠かさず納付してきた。41 年からは、夫の納付記録は有る

のに、一緒に保険料を納付してきた私の分だけが未納となっていること

には納得できないので、調査してほしい。 

    

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 36 年４月ごろ国民年金に加入し、申立期間当初は、自身

で国民年金保険料を納付しており、41 年からは、申立人の夫と一緒に納付

してきたと主張している。 

   しかしながら、申立人には、国民年金手帳記号番号（＊）が、昭和 37 年

10月に申立人の兄及び義姉と連番で払い出されていることが同手帳記号番

号払出簿により確認できるが、同払出簿には「消除」の記載が有り、この

手帳記号番号により国民年金保険料は納付されなかったものと考えられる。 

   また、申立人には、上記の国民年金手帳記号番号とは別の手帳記号番号

（＊）が、昭和 48 年１月に払い出されていることが同手帳記号番号払出簿

により確認できることから、申立人は、このころ改めて国民年金の加入手

続を行ったものと推認されるのに対し、申立人の夫の同手帳記号番号は、

42 年６月に払い出されていることが確認できることから、一緒に国民年金

保険料を納付することはできず、申立内容とは符合しない上、申立人が国

民年金に加入した時点において、申立期間の一部は既に時効により保険料

を納付できない期間であり、申立期間の保険料を納付するには過年度納付



及び特例納付によることとなるが、特例納付が実施されていた時期ではな

く、さかのぼって納付したとの主張も無い。 

   さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連

資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国

民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しな

い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1832 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 37年１月から 50年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 37 年１月から 50 年 10 月まで 

    結婚を機に、昭和 37 年１月ごろに、Ａ区役所で国民年金の加入手続を

行い、申立期間の国民年金保険料を納付し、Ｂ町（現在は、Ｃ市）に転

居してからも引き続き納付していた。申立期間の保険料が未納となって

いることには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 37 年１月ごろに、Ａ区役所で国民年金の加入手続を行い、

申立期間の国民年金保険料を納付し、Ｂ町に転居してからも引き続き納付

していたと主張している。 

   しかしながら、申立人が所持する年金手帳により、「はじめて被保険者と

なった日」は昭和 50 年 11 月 29 日であり、同日に任意の被保険者資格を取

得していることが確認でき、これはＣ市が保管する国民年金被保険者名簿

とも一致することから、申立期間は国民年金に未加入の期間であり、申立

人は、申立期間の国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる。 

   また、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、婚

姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民

年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1833(事案 790 の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45 年７月から同年 10 月までの期間及び 46 年８月から 52

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨  

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年７月から同年 10 月まで 

             ② 昭和 46 年８月から 52 年３月まで 

    私の国民年金保険料は、母親が、兄の保険料と一緒に集金人に納付し

ていた。兄の保険料のみが納付になり、私の保険料が未納になっている

ことには納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   前回の申立てについては、ⅰ)申立人の母親が申立人の国民年金加入手続

を行ったものと考えられる昭和 53 年５月時点において、申立期間の一部は

既に時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、これを納付す

るには過年度納付及び特例納付によることとなるが、特例納付が実施され

ていた時期ではなく、さかのぼって納付したとの主張も無いこと、ⅱ)申立

人について、婚姻前の氏名を含め複数の読み方で検索したが、該当者はお

らず、別の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる

事情も存しないことなどから、既に当委員会の決定に基づき平成 20 年 12

月４日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、その母親が申立期間の国民年金保険料を申立人の兄の

保険料と一緒に納付していたとして、再申立てを行っている。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 53 年５月に払い出されているのに対し、申立人の母親が

一緒に納付していたとする申立人の兄の同手帳記号番号は、44 年 11 月に



払い出されていることが、同手帳記号番号払出簿により確認でき、申立人

の母親は、申立期間の保険料を申立人の兄の保険料と一緒に納付すること

はできないことから、再申立内容は、当委員会の当初の決定を変更すべき

新たな資料・情報とは認められず、そのほかに当委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民

年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1834        

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 58年６月から 62年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 36 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 58 年６月から 62 年 12 月まで 

    会社を退職後、昭和 58 年８月ごろに父親が役場で国民年金の加入手続

を行い、申立期間の国民年金保険料を集金人に納付してくれていた。申

立期間が未納となっていることには納得できないので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 58 年８月ごろに申立人の父親が国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料を納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、Ａ町の保管する国民年金被保険者名簿には、「加入届出 

元.11.30」と記載が有ることから、申立人の国民年金の加入手続は、平成

元年 11 月 30 日に行われたものと推認され、申立内容とは符合しない。 

   また、申立人が国民年金に加入した上記の時点では、申立期間の一部は

既に時効により国民年金保険料を納付できない期間であり、申立期間の保

険料を納付するには、特例納付及び過年度納付によることとなるが、特例

納付が実施されていた時期ではない。 

   さらに、申立期間のうち、昭和 58 年６月から 62 年９月までについては、

Ａ町の保管する国民年金被保険者名簿では、国民年金保険料が納付された

記録は見当たらない上、申立期間のうち、62 年 10 月から同年 12 月までの

保険料については、63 年１月から平成元年３月までの保険料と共に、いっ

たん２年２月 28 日に過年度納付されたものの、その納付時点で当該期間は

納付期限が経過していたため、時効により、同年４月 11 日に還付決議され、

申立人の住所地最寄りの金融機関に同年７月 26 日に送金されていること



が、オンライン記録により確認でき、このことは、同町の保管する被保険

者名簿の「還付年月日 ２.４.11」「期間 62.10～62.12」の記載からも確

認できることから、申立期間の保険料は納付されなかったものと考えられ

る。 

   加えて、申立人の父親又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付し

たことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間

の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、

申立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別

の国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存

しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



京都国民年金 事案 1835 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 60年３月から 61年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年３月から 61 年３月まで 

    亡くなった妻が国民年金の加入手続を行い、国民年金保険料を一緒に

納付してくれていた。申立期間の保険料について、自分の分だけを納め

て私の分を納めないはずはないと言っていた。申立期間が未納であるこ

とには納得できないので、調査してほしい。 

    なお、申立期間に係る、妻の国民年金保険料領収書を提出する。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料について、申立人の妻が自身の保

険料と一緒に納付してくれていたと主張している。 

   しかしながら、申立期間について、Ａ市が国民年金の加入状況、国民年

金保険料の納付状況等を記録している国民年金収滞納リストでは、申立人

の妻の保険料は昭和 60年４月から 61年３月にかけて 10回にわたり現年度

収納されていることが確認でき、これは、申立人が所持している同保険料

領収書からも確認できるが、申立人については未納と記載されており、こ

れはオンライン記録とも一致している。 

   また、申立人から提出された申立人の妻に係る国民年金保険料領収書は、

コンピュータで作成された納付書により納付されたものであることから、

申立期間についても、同様の納付書が作成されることになるが、その納付

書で納付した場合、光学式文字読取機（OCR）により納付記録として入力さ

れることから、申立期間の保険料すべてが漏れるとは考え難い。 

   さらに、申立人の妻又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した



ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申

立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1836 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年４月から 55 年３月までの期間、56 年１月から同年３

月までの期間、60 年８月及び同年９月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年４月から 55 年３月まで 

             ② 昭和 56 年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 60 年８月及び同年９月 

    昭和 51 年４月にＡ市に転居した際、国民年金及び国民健康保険の加入

手続を行い、申立期間の国民年金保険料は、妻が、集金を行っていた婦

人会に納付していた。申立期間の保険料が未納と記録されていることに

は納得できないので、記録の訂正をしてほしい。 

      

第３  委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年４月にＡ市に転居した際、国民年金の加入手続を行

い、申立期間の国民年金保険料は、申立人の妻が、集金を行っていた婦人

会に納付していたと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、平成元年５月に払い出されていることが同手帳記号番号払出

簿により確認できることから、申立人は、このころ国民年金に加入したも

のと推認でき、申立内容とは符合しない。 

   また、申立期間①、②及び③の国民年金被保険者資格は、申立人が国民

年金に加入した上記の時点で追加処理されていることがオンライン記録に

より確認でき、このことはＡ市の保管する国民年金被保険者名簿では、申

立期間について、申立人は「該当なし」とされていることとも一致するこ

とから、申立期間は当時、国民年金の未加入期間であり、申立人は、申立



期間の国民年金保険料を納付できなかったものと考えられる上、申立人が

国民年金に加入した上記の時点では、申立期間は既に時効により保険料を

納付できない期間である。 

   さらに、申立人の妻又は申立人が申立期間の国民年金保険料を納付した

ことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申

立人について、氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の

国民年金手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存し

ない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



京都国民年金 事案 1837 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 45 年３月から 49 年３月までの国民年

金保険料については、納付していたものと認めることはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 42 年７月から 45 年２月までの国民年金保

険料については、既に納付済みの記録となっていることから、納付記録を

訂正する必要は無い。 

     

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年７月から 45 年２月まで 

             ② 昭和 45 年３月から 49 年３月まで 

    私は、昭和 42 年ごろ、区役所で妻と一緒に国民年金の加入手続を行い、

申立期間の妻と二人分の国民年金保険料として、70 万円ほど銀行か郵便

局で納付した。申立期間が未納とされていることには納得できないので、

調査してほしい。 

       

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年ごろ申立人の妻と一緒に国民年金の加入手続を行い、

申立期間①及び②について、申立人の妻と二人分の国民年金保険料として、

70 万円ほど納付したと主張している。 

   しかしながら、国民年金保険料納付の前提となる申立人の国民年金手帳

記号番号は、昭和 49 年 11 月に申立人の妻と連番で払い出されていること

が、同手帳記号番号払出簿により確認できることから、申立人とその妻は、

このころに国民年金の加入手続を行ったものと推認でき、申立内容とは符

合しない。 

   また、申立人が国民年金の加入手続を行った上記の時点は、第２回目の

特例納付が実施されていた時期であり、その時点で、申立期間の国民年金

保険料を特例納付した場合の保険料額は、申立人の妻の未納期間と合わせ



ても、納付したとする 70 万円とは大きく相違する。 

   さらに、申立人は、昭和 55 年６月 30 日に第３回目の特例納付により、

75 か月の国民年金保険料として 30 万円を納付し、申立人の妻についても、

同日に 54 か月の保険料として 21 万 6,000 円を特例納付していることが、

当時の国民年金被保険者台帳である特殊台帳及び領収済通知書により確認

でき、これは、申立人及びその妻が 60 歳に達するまで保険料を納付しても

老齢基礎年金の受給資格を満たさないため、それぞれ不足していた月数の

保険料を納付したものと考えられる。 

   なお、申立人の特例納付による 75 か月の国民年金保険料のうち、昭和

36 年４月から 38 年 11 月までについては、厚生年金保険被保険者期間であ

ったことが判明し、平成 21 年３月 25 日に、申立期間①の保険料として充

当したことがオンライン記録により確認できる。 

   加えて、申立人が申立期間②の国民年金保険料を納付したことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納

付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない上、申立人について、

氏名を複数の読み方で検索したが、該当者はおらず、別の国民年金手帳記

号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情も存しない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間のうち、申立期間②の国民年金保険料を納

付していたものと認めることはできない。また、申立期間のうち、申立期

間①の保険料については、既に納付済みの記録となっていることから、納

付記録を訂正する必要は無い。 

 



京都厚生年金 事案 1859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 12年１月１日から同年６月１日まで 

    厚生年金保険の加入記録によると、株式会社Ａで勤務していた期間のうち、

勤務開始当初の平成 12年１月１日から同年６月１日までの間の加入記録が

無いことが分かった。申立期間については正社員として同社に勤務してお

り、加入記録が無いことは納得できない。申立期間について未加入となっ

ている責任の所在について明確にしたい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する平成 12 年１月分からの給与明細書及び株式会社Ａから提

出された賃金台帳等の資料から、申立人が申立期間に株式会社Ａで勤務して

いたことは確認できる。 

   しかしながら、株式会社Ａは、「申立人の厚生年金保険の未加入期間は試用

期間であった可能性がある。」と回答しており、同社に保管されている厚生年

金保険被保険者資格取得確認通知書には、申立人の資格取得日を平成 12年６

月１日と記載されていることが確認できる。 

   また、上記給与明細書及び賃金台帳の記載によると、申立期間については申

立人の給与から厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1860 

 

第１ 委員会の結論  

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日  ： 昭和 34 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年１月２日から３年６月１日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入期間について照会した

ところ、平成２年１月から３年５月までの 17 か月間について加入記録が

無いことが分かった。この間は、両親が経営するＡ株式会社に正社員の

一般事務員として勤務していた時期で、厚生年金保険に未加入となって

いることは考えられない。申立期間について厚生年金保険の記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の複数の同僚の供述から、申立人が申立期間において当該事業

所で勤務していたことは推認できる。 

   しかし、当該事業所の申立期間当時の同僚は、「申立人は、当時、勤務時間

及び勤務日数共に厚生年金保険の加入基準を満たしていなかったため、厚生

年金保険被保険者資格の喪失の手続を行った。」と供述している。 

   また、別の同僚の一人は、「時期ははっきり覚えていないが、申立人は休業

していた期間がある。」との供述をしている。 

   さらに、申立人の夫の勤務先である株式会社Ｂが保管する申立人の夫に係る

健康保険被扶養者（異動）届では、平成２年２月７日付けで、申立人が夫の

扶養家族として認定され、その理由として「失業」と記載されており、３年

６月 29日付けで、申立人を扶養しなくなった理由として同年６月１日「就職」

と記載されていることから、申立人が申立期間において夫の被扶養者であっ

たことが確認できる。 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年 12 月 21 日から２年１月６日まで 

    私は、株式会社Ａに平成元年 12 月 21 日から勤務していたにもかかわ

らず、厚生年金保険の被保険者資格取得日は２年１月６日と記録されて

いるが、事業主の在職証明書もあるので、厚生年金保険の加入記録を訂

正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａの事業主及び複数の同僚の供述から、申立人が申立期間にお

いて勤務していたことは確認できる。 

   しかし、当該事業主は、「申立人が所持している在籍証明書は、賃金台帳

から入社日を確認して記載し交付したものであるが、申立人の厚生年金保

険被保険者資格取得日は平成２年１月６日として届け出た。また、当社の

厚生年金保険料の控除は翌月であるが、２年１月分給与から元年 12 月分の

厚生年金保険料は控除していない。」と供述している。 

   また、当該事業所が保管する申立人に係る給与台帳及び申立人の所持す

る預金通帳の給与振込額から、平成２年１月分給与については、申立人の

給与から厚生年金保険料を控除されていないことが確認できる。 

   さらに、当該事業所が保有する厚生年金保険被保険者資格取得確認通知

書には、申立人の資格取得日が平成２年１月６日と記載されており、雇用

保険の被保険者資格取得日と一致していることが確認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 



   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1862 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年４月１日から同年 11 月 30 日まで 

    厚生年金保険の加入期間を確認したところ、昭和 31 年４月から同年

11月までのＡ事務所で勤務していた期間が空白になっていることが分か

った。当該期間については正社員として同事業所に勤務しており、申立

期間について厚生年金保険加入期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ事務所は、法務局における商業登記の記録は確認することはできず、

同事務所はＢ会にも登録されていない上、オンライン記録においても厚生

年金保険の適用事業所であったことを確認できない。 

   また、申立人が申立期間当時、当該事業所の所在地であったと記憶して

いる寺院の関係者に照会したところ、「昭和 32 年頃まで事務所はあったが、

事務所を閉鎖し、その後の事業主の所在は不明である。」と回答しており、

申立人も申立期間当時の事業主の氏名等について明確に記憶していないこ

とから、当時の事業主を特定することができず、申立期間に係る申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

   さらに、申立人が記憶している申立期間当時の同僚と思われる人物から

は、供述を得ることができず、申立てについて確認することができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1863 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年５月１日から 44年６月 30日まで 

    昭和 41 年に地元のＡ学校を卒業後、Ｂ有限会社に入社し、作業服の仕立

てをしていた。申立期間当時の同僚は、自分が同社で勤務していたことを

記憶している。申立期間に勤務していたことは間違いないので、厚生年金

保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 41 年に地元のＡ学校を卒業した後、Ｂ有限会社に勤務し、

44 年６月に退職するまで厚生年金保険に加入していた旨主張しているところ、

当該事業所に勤務していた複数の同僚の供述から、申立人が当該事業所に勤

務していたことは推認できる。 

   しかし、申立期間当時の事業主及び経理担当者は既に亡くなっている上、当

該事業所に照会しても、「当時の関係資料は保管されていないため、申立人の

勤務実態等は不明。」と回答していることから、申立人の正確な勤務期間及び

厚生年金保険料を給与から控除されていたことは確認できない。 

   また、申立期間当時、当該事業所に勤務していた複数の同僚に照会したが、

申立人の当該事業所における勤務期間及び申立人の給与から厚生年金保険料

を控除されていたことを確認する供述を得ることはできない。 

   さらに、Ｂ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申

立人の名前は記載されておらず、健康保険の整理番号も連続しており、欠番

も見られないことから、申立期間において申立人の加入記録が失われたとは

考え難い。 



   加えて、申立人の申立期間における雇用保険の加入記録は無い。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1864 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 33年 11月１日から 34年７月１日まで 

    私は、昭和 33年 11月１日にＡ株式会社に入社したが、厚生年金保険の加

入記録は 34 年７月１日からとなっている。昭和 34 年１月にＢ市へ運送中

にＣ郡のＳ字カーブで谷底に転落したことや、同年３月けん引自動車免許

を取得し、Ｄ駅構内専属勤務でＥ車庫から出庫の業務をしていた事実もあ

り、申立期間について厚生年金保険の加入記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ株式会社の元同僚の供述及び申立人が記憶する申立期間における業務

内容等の具体的な供述から、申立人が申立期間において、Ａ株式会社で勤務

していたことは推認できる。 

   しかし、元同僚は、「厚生年金保険は本採用になって加入していた。昭和

33 年 11 月１日の入社であれば、中途採用の為、必ず臨時社員の期間があ

ったと思われる。当時のＡ株式会社は、本社採用、支店採用、臨時採用の

方式がとられており、臨時採用の場合は少なくとも６か月間は臨時社員で

あった。また、入社後６か月で必ずしも本採用の社員になれたわけではな

い。」と供述している上、元同僚等で連絡が取れた７名全員の厚生年金保険

の資格取得日は、実際に勤務したと記憶する時期より３か月から２年３か

月後であることから、当該事業所においては入社後直ちに厚生年金保険の

加入手続がとられていなかったことがうかがえる。 

   また、Ａ株式会社Ｆ支店に保存されている申立人の健康保険厚生年金保険

に係る資料では、資格取得日が昭和 34 年７月１日と記載されていることが



確認でき、これはオンライン記録の資格取得日と一致している。 

   さらに、Ａ健康保険組合における加入記録を照会したが、「平成 10 年以前

の被保険者に係る資料をすべて廃棄しているため、確認することができな

い。」と回答しており、申立人の厚生年金保険の適用について確認すること

ができない。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらを総合的に判断すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年２月 26日から同年 12月 21日まで 

    株式会社Ａには、前職の退職と同時の昭和 47年２月 26日から勤務してい

たのに、厚生年金保険の資格取得日が同年 12 月 21 日になっている。申立

期間に当該事業所に勤務していたことは間違いないので、申立期間に厚生

年金保険の被保険者だったことを認めほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   株式会社Ａに保管されている「従業員実働時間」表により、申立期間に申立

人が当該事業所に勤務していたことは確認できる。 

   しかし、「従業員実働時間」表に記載された同職種の者 14人のうち、オンラ

イン記録において当該事業所に係る加入記録の無い者が３人確認でき、これ

について、当該事業所は、「従業員実働時間表は、正社員も非正社員も一括し

て実労働時間の管理をしていた資料であり、これによって申立人が正社員で

あったか否かは判断できない」と回答している。 

   また、「従業員実働時間」表に氏名が記載されている同僚のうち２人につい

て、厚生年金保険の被保険者となった日は、入社後少なくとも６か月以上経

過していることから、申立期間当時当該事業所においては、必ずしも入社後

直ちに厚生年金保険に加入させる取扱いではなかったことがうかがわれる。 

   さらに、複数の同僚に照会したが、申立人が申立期間に正社員であったこと

及び給与から厚生年金保険料を控除されていたことは確認できない。 

   加えて、雇用保険の加入記録によれば、申立人の当該事業所における雇用保

険の資格取得日は厚生年金保険の資格取得日と一致しており、これについて



当該事業所は、「従前から厚生年金保険と雇用保険は一括して加入させる取扱

いであり、一方のみ加入させることは考えられない。」と回答している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 



京都厚生年金 事案 1866 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等   

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60 年 11 月 16 日から平成 10 年４月 10 日まで 

    昭和 59年８月１日から平成 10年４月 10日までＡ有限会社において引

き続いて勤務していたが、社会保険事務所(当時)の記録では、昭和 59 年

８月１日から 60年 11月 16日までの厚生年金保険の被保険者記録しか無

い。申立期間を調査の上、厚生年金保険の被保険者期間に算入してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間についてＡ有限会社において勤務していたと主張し

ているが、同社は既に厚生年金保険の適用事業所でなくなっており、申立

期間当時の事業主は、同社における資料を保管していない上、保険料控除

について記憶していないことから、申立人の勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認することはできない。 

   また、Ａ有限会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、

申立人は昭和 60 年 11 月 16 日に厚生年金保険被保険者の資格を喪失し、同

月に健康保険証が返納された記録が確認できる。 

   さらに、申立人は、申立期間を含む昭和 62 年度から平成 16 年５月まで

国民年金保険料の免除の申請を行い、承認されていることが確認できる。 

   加えて、雇用保険の加入記録において、申立人は昭和 59 年８月１日に加

入し、離職日が 60 年 11 月 15 日と記載されており、この記載内容について

は、申立人に係る厚生年金保険の加入記録と一致していることが確認でき

る。 

 



   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1867 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月 31日から同年４月１日まで 

    ねんきん定期便によると、昭和 59 年３月分の国民年金保険料が未納とさ

れていた。これまで、国民年金保険料を未納としたことは無く、国民年金

の加入時にも申立期間の国民年金保険料を納付するようには言われなかっ

た。申立期間には厚生年金保険に加入していたはずなので、調査の上、記

録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が勤務していたと主張するＡ株式会社に照会したところ、同事業

所は、申立期間当時の資料を保管しておらず、申立期間における申立人の

勤務実態及び保険料控除の有無については不明である旨の回答をしており、

申立人の厚生年金保険の加入状況について確認することはできない。 

   また、申立人は、申立期間当時の同僚に対する調査も希望しないとして

いることから供述が得られず、申立人の申立期間における勤務実態等につ

いて確認することができない。 

   さらに、申立人のＡ株式会社における雇用保険の記録によると、離職年

月日は昭和 59 年３月 30 日であり、同事業所に係る健康保険厚生年金保険

被保険者名簿によると、厚生年金保険の被保険者資格喪失日は翌日の同年

３月 31 日と記載されていることから、社会保険事務所（当時）の記録に不

自然さは見当たらない。 

   加えて、Ａ株式会社の担当者は、「退職者から保険料負担が１か月分減る

ので、退職日を月末の１日前にしてほしいとよく言われ、会社としても負



担が減るので、退職者にそのように説明することがある。」と供述している。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1868 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年４月１日から 60年６月 30日まで 

    私は、昭和55年４月から60年６月までＡ市にあったＢ社に勤務しており、

健康保険証をもらって眼科医院で診療も受けていたのに、厚生年金保険の

記録が無い。昭和 57年＊月に娘が生まれた時にも、健康保険で診療を受け

ている。昭和 55 年４月から 60 年６月までの厚生年金保険の記録を調べて

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が申立期間に勤務していたと主張するＢ社について、申立期間当

時の住宅地図を調査したところ、同社の所在地には「株式会社Ｃ」（現在は、

Ｄ社）との記載があった。このため、Ｄ社に照会したところ、「Ｂ社は、こ

の場所に実在し、当社は下請けの仕事を出していた。」と回答していること

から、申立期間当時、Ｂ社が実在していたことは推認できる。 

   しかし、オンライン記録において、Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所で

あった記録は確認できず、また、法務局において商業登記の記録も確認で

きない。 

   また、Ｂ社は、商業登記がされていないため、事業主を特定することが

できず、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認することはできない。 

   さらに、申立人はＢ社における同僚を憶
おぼ

えておらず、申立期間における

申立人の勤務実態等を確認するための供述を得ることができない。 

   加えて、申立人が申立期間に事業所から交付された健康保険証で受診し



たと主張する医療機関に照会したところ、「申立人の配偶者に係る台帳の控

えに、国保３割の記載がある。」と供述していることから、当時、申立人は、

国民健康保険に加入していたものと推認できる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1869 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、労働者年金保険被保険者として労働者年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

   また、申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

               

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和18年４月１日から同年10月１日まで 

               （Ａ株式会社Ｂ営業所） 

             ② 昭和20年４月７日から同年11月12日まで 

               （Ｃ株式会社Ｄ支店） 

    申立期間①については、Ａ株式会社Ｂ営業所に給仕として、事務の手

伝いのほか、Ｅ駅への書類送達や荷札付けの仕事をしていた。厚生年金

保険の被保険者として記録を回復してほしい。 

    また、申立期間②については、Ｃ株式会社Ｄ支店に入社し、Ｆ航路の

輸送船に見習機関員として乗船していたが、脱退手当金は受給していな

いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人が先輩の事務職員であったと主張する同僚の氏

名がＡ株式会社Ｂ営業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿に記載

されていることから、期間は特定できないものの、申立人が当該事業所に勤

務していたことは推認できる。 

   しかしながら、事業主は当時の労働者名簿や賃金台帳等を保管しておらず、

上記の同僚を含め、申立期間①当時の同僚は所在不明であるため供述を得る

ことはできず、申立人の給与から事業主により労働者年金保険料が控除され

ていたことが確認できる関連資料及び供述は得られない。 



   また、上記の被保険者名簿において申立人の氏名は確認できず、申立期間①

の健康保険の整理番号は連続し欠番も見当たらないことから、申立人の記録

が欠落したものとは考え難い上、近隣地域に所在していた同社の支店又は営

業所 12事業所において同被保険者名簿を調査したが、申立人の氏名は見当た

らない。 

   さらに、申立期間①当時、労働者年金保険の被保険者となる者は工場法又は

鉱業法の適用を受ける事業所に勤務する男子肉体労働者とされており、事務

職員は被保険者となることはできず、申立人は労働者年金保険の被保険者に

該当しなかったものと考えられる。 

   このほか、申立人の申立期間①における労働者年金保険料の控除について、

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立

人が労働者年金保険被保険者として、申立期間①に係る労働者年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

   次に、申立期間②の脱退手当金は、申立人の船員保険被保険者台帳に申立期

間②に係る脱退手当金が支給されたことを示す「短期脱退手当金」、「19」、「60」

等の記載が有り、申立人の戦時加算後の被保険者期間 19か月、短期脱退手当

金の法定支給額 60円と一致する。 

   また、申立人の脱退手当金は昭和 23 年５月６日に支給決定されており、当

時は厚生年金保険被保険者期間と船員保険被保険者期間を通算する厚生年

金保険法及び船員保険交渉法制定前であることを踏まえると、申立人が脱退

手当金を受給することに不自然さはうかがえず、ほかに脱退手当金を受給

していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1870 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年６月 29 日から同年７月１日まで 

    私は、Ａ株式会社に勤務していたが、昭和 38 年６月末日で退社するこ

とを申し出て円満退社したが、６月末日は日曜日であったため、就労最

終日は 29 日であった。 

    Ａ株式会社の資格喪失日について、昭和 38 年６月 29 日を同年７月１

日に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、Ａ株式会社に昭和 38 年６月末日に退社することを申し出て退

社したので、同社における厚生年金保険被保険者資格喪失日は、同年７月

１日であると主張している。 

   しかしながら、Ａ株式会社は、既に解散している上、当時の事業主は亡

くなっており、当時の関係者も所在不明のため、申立期間に係る当該事業

所における厚生年金保険の資格喪失日の取扱い及び申立人の厚生年金保険

料が給与から控除されていたことを確認することができない。 

   また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に記載され

ている同僚 17 人に照会し、うち 12 人から回答を得たが、申立人の申立期

間における厚生年金保険料の控除について確認できる供述や関連資料を得

ることができない。 

   さらに、上記被保険者名簿に記載されている被保険者のうち、申立期間

前後において資格を喪失していることがオンライン記録で確認できる者 40

人中、資格喪失日が月初めの１日となっている者が 15 人いるものの、月末



前２日以内となっている者が申立人を含め 11 人いることから、当該事業所

における資格喪失日の取扱いが必ずしも統一的に行われていなかったこと

がうかがえる。 

   このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について、確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

   これらの事実及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



京都厚生年金 事案 1871 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20 年 11 月 15 日から 29 年５月１日まで 

    Ａ株式会社の厚生年金保険被保険者期間について、脱退手当金が支給

済みとされているが、脱退手当金を受領した覚えが無いので、調べてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間の脱退手当金は、申立人の厚生年金保険被保険者台帳に、脱退

手当金が支給されたことを示す「脱手」、「29.９.29」、「5500 円」等と記載

されている上、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約５か月後の昭和 29

年９月 29 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうか

がえない。 

   また、申立人の脱退手当金支給決定当時は 20 年以上の厚生年金保険被保

険者期間が無ければ年金を受給できない通算年金制度創設前であることを

踏まえると、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえず、

ほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらな

い。 

   さらに、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている

別事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間

と申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求

者からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握す

ることは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在す

ることに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



京都厚生年金 事案 1872 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 34 年８月１日から 38 年８月１日まで 

    脱退手当金が支給済みとされているが、脱退手当金を受給した覚えが

無いので、調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る有限会社Ａの健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立

人の欄には、脱退手当金が支給されていることを意味する「脱」表示が有

るとともに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、厚

生年金保険被保険者資格喪失日から約 10か月後の昭和 39年６月 18日に支

給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえず、ほかに

脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   また、申立人には、申立期間の前に脱退手当金が未請求となっている別

事業所での厚生年金保険被保険者期間が有るが、未請求の被保険者期間と

申立期間である被保険者期間とは別番号で管理されており、当時、請求者

からの申出が無い場合、別番号で管理されている被保険者期間を把握する

ことは困難であったことを踏まえると、支給されていない期間が存在する

ことに不自然さはうかがえない。 

   これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

 


